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本簡易版ガイドでは、「TCFD提言とシナリオ分析の概要」「TCFDシナリオ分析の基本的なス
テップとアウトプットイメージ」「TCFDシナリオ分析の開示事例（プライム市場以外）」を解説

本簡易版ガイドの章立て・概要

本簡易版ガイドの章立て・概要 企業ニーズ

TCFD提言とは何か、
TCFD提言におけるシナリ
オ分析とは何かを知りたい

シナリオ分析の基本的なス
テップとアウトプットイメージ
を知りたい

プライム市場以外のTCFD

シナリオ分析の開示事例
を知りたい

想定読者

第1章 TCFD提言とシナリオ分析の概要
企業経営における気候変動のリスク及びTCFD提言が設立された背景・概要と
TCFD提言におけるシナリオ分析の位置付けと目的と解説する

第2章 TCFDシナリオ分析の基本的なステップとアウトプットイメージ
TCFDシナリオ分析の基本的なステップと各ステップのアウトプットイメージを解説する
（本簡易版ガイドで概要を把握し、本編ガイドで詳細を理解しながら分析することを想定）

第3章 TCFDシナリオ分析の開示事例（プライム市場以外）
TCFDシナリオ分析を開示している非上場企業とスタンダード市場上場企業の事例
をシナリオ分析のステップごとに解説する

◎

◎

○

○

◎◎◎

○

○

サステナ
担当者事業部経営層
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簡易版シナリオ分析実践ガイドは、TCFD開示に初めて取り組む企業のシナリオ分析担当者及
び事業部等を対象に、TCFD及びシナリオ分析の概要を整理したものである

簡易版シナリオ分析実践ガイドの目的と対象者、シナリオ分析実施時における企業の課題

簡易版
実践ガイドの
位置づけ

• 「サステナビリティ（気候・自然関連）情報開示を活用した経営戦略立案のススメ」を一部抜粋・簡略化したもの
• 本簡易版ガイドでTCFD提言及びシナリオ分析の基本を理解した後、本編を参照しながら本格的な分析・開示を行

うことを想定している
• 実務担当者のみならず、経営層や事業部に対してTCFD及びシナリオ分析の理解を促すものとして位置づけている

対象者 TCFD開示に初めて取り組む企業のシナリオ分析担当者及び経営者・事業部門

企業の課題と
簡易版

実践ガイドの
活用方法

①
TCFD提言におけるシナリオ分析の位置付けが
分からない

TCFD提言が要求する4つの柱・11項目の内、戦略のc）「2℃以
下シナリオを含む様々な気候関連シナリオに基づく検討を踏まえ、
組織の戦略のレジリエンスについて説明する」にてシナリオ分析が位
置付けられていることを理解する

第1章

②
シナリオ分析の具体的な実施プロセスと気を付
けるべきポイントが分からない

シナリオ分析の各ステップとそこでの要求事項、分析・開示の際の
ポイントを理解する

第2章

③
各ステップで分析・開示するべき内容とその手法
が分からない

各ステップにおける標準的なアウトプットと分析・開示の手法につい
て理解する

第2章

④
目指すべきシナリオ分析の方向性・開示の粒度
感・レベル感が分からない

スタンダード企業・非上場企業のシナリオ分析開示事例を元に目
指すべき粒度感・レベル感を定める

第3章

目的 TCFD提言の要求事項及び「気候変動シナリオ分析」の概要と分析・開示の手順に係る基本的な理解を促進すること

企業が抱える課題 ガイドの活用方法 章



第1章 TCFD提言とシナリオ分析の概要

第2章 TCFDシナリオ分析の基本的なステップとアウトプットイメージ

第3章 TCFDシナリオ分析の開示事例
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各国・機関投資家が2050年カーボンニュートラル等の脱炭素目標を宣言する中、企業も脱炭
素経営が求められるようになり、気候関連情報開示も要求されるようになった

脱炭素への潮流

温室効果ガス排出量を2050
年までに実質ゼロとする目標を
宣言（’20年10月）

温室効果ガス排出量を2030年までに
2013年度比46％に削減する目標を
宣言（’21年4月）
2050年カーボンニュートラルに伴うグ
リーン成長戦略を策定（’21年6月）

経団連が「経団連 カーボンニュート
ラル行動計画」を取りまとめ、国内事
業活動における削減や、連携強化、
国際貢献推進、革新的な技術開発
について言及（‘22年11月）

「GX実現に向けた基本方針」が閣議
決定され、「GX推進のためのエネル
ギー政策」と「成長志向型カーボンプラ
イシング構想」を規定（‘23年2月）

2020年 2021年 2022年

国連総会で、2060年までの温室効果ガ
ス排出量実質ゼロを宣言（’20年6月）

2050年ネットゼロと、温室効果ガス排出
量を2030年までに2005年比で50-
52％削減する目標を宣言（’20年11
月）

金融機関や投資家等による業態別のネッ
トゼロを目指すイニシアティブを統合する
Glasgow Finance Alliance for Net 
Zero（GFANZ) が発足（’21年3月）

出所： 各種公開情報を基に環境省作成

こうした動向を受け、グローバルではScope3開示*やネットゼロの透明性確保等、
日本ではコーポレートガバナンス・コードの改訂によるプライム上場企業への事実上の開示義務化や
有価証券報告書でのサステナビリティ情報記載欄の新設等、企業の情報開示がより求められるように

*ISSBではS2を初めて適用する際、Scope3については開示を1年間一時的に免除することも検討中（2023年2月時点）

2023年
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日本国内においても、平均気温の上昇、豪雨発生頻度の増加等が予測されており、気候変
動による物理的リスクが短～中長期的に企業の持続的経営に影響を及ぼす

企業経営と気候変動リスク

出所：気象庁, 気候変動監視レポート2022 https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/monitor/2022/pdf/ccmr2022_all.pdf

◼ 2011〜2020年の世界平均気温は、工業化以前（1850〜1900年の平均）と比べ、既に約1.1℃上昇。このままいくと、向こう
数十年の間に二酸化炭素及びその他の温室効果ガスの排出が大幅に減少しない限り、21世紀中に地球温暖化は1.5℃及び
2℃を超える。（IPCC「第6次評価報告書第1作業部会報告書」）

◼ 温暖化により、熱中症リスクの増加、海面上昇、豪雨・台風や熱波のような異常気象の増加・激甚化などが予想され、サプライチェー
ン寸断、施設へのダメージ、従業員の健康被害など企業活動の存続に影響を及ぼす

日本の年平均気温の変化

日本の年短時間強雨発生回数の変化

短時間強雨の観測回数は
増加傾向が明瞭

2022年の年平均気温平年差、年降水量平年比、年間日照時間平年比の分布
 春から秋にかけて全国的に気温の高い状態が続き、

低温は一時的だったため、年平均気温は全国的に
高く、特に北日本でかなり高かった

※平年値（1991〜2020年の平均値）を計算した期
間の累積度数の上位10％の値を超える場合に「かなり高
い」と表現され、異常気象として位置づけられる

沖縄・奄美でかなり多く、北日本日本海側と北日
本太平洋側で多かった。一方、西日本日本海側
でかなり少なく、西日本太平洋側で少なかった。東
日本日本海側と東日本太平洋側では平年並だっ
た

北・西日本日本海側でかなり多く、北・東・西日本
太平洋側と東日本日本海側で多かった。一方、沖
縄・奄美でかなり少なかった

（1991-2020年平均との差）

https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/monitor/2022/pdf/ccmr2022_all.pdf
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気候変動は金融システムの安定を損ない金融機関の脅威となる恐れから、G20の要請を受け、
金融安定理事会が「気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）」を設立した

TCFD設立の背景

出所：2015年9月30日付 電子版Financial Times

◼ 金融安定理事会（FSB）議長・英国中央銀行総裁（当時）が「低炭素経済への移行に伴う、GHG排出量の大きい金融資産
の再評価リスク等が金融システムの安定を損なう恐れ」とスピーチ

◼ 同時に、サブプライムローンのようにいつか爆発する可能性を言及
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日本を含む各国政府がTCFDに沿った開示ルールを策定しており、各開示フレームワークも
TCFDと整合させるなど、TCFDは気候変動開示において中心的な役割を果たしている

TCFDを取り巻く国際的動向

出所：各種公開情報を基に環境省作成

*1：令和5年3月31日以後に終了する事業年度に係る有価証券報告書等から適用。ただし、施行日以後に提出される有価証券報告書等から早期適用可
*2：IIRCはSASBと合併し、VRF（価値報告財団）としてIIRCの統合報告フレームワークとSASB基準により包括的で一貫した企業報告の枠組みの構築に取り組む

◼ EU：
2023年1月以降、段階的にTCFD提言に沿った気候変動リスクを含む
ESGリスクの情報開示を義務付け

◼ 米国：
証券取引委員会が上場企業に対し、TCFD提言に沿った気候変動リス
クを含む、気候関連情報の記載を求める規則を検討中

◼ そのほか、英国・フランス・シンガポール・スイス・ブラジル等でTCFD提言に
準拠した気候情報開示を義務化／義務化を検討中

◼ 日本：
コーポレートガバナンス・コードの改訂を通じて、2022年以降プライム上場
企業によるTCFD提言に沿った開示を要請。また、金融庁は2023年1
月31日に企業内容等の開示に関する内閣府令等の改正案を公布・施
行し、有価証券報告書等*1にTCFD提言とも整合したサステナビリティ情
報の記載欄を新設

◼ ISSB（国際持続可能性基準委員会）：
国際的に一貫性のある財務情報の開示要件を定め
るため、TCFD提言に基づいた気候変動情報開示を
含む、サステナビリティ開示の最終版を発表

◼ CDP：
2018年以降の気候変動の質問書において、TCFD
提言に対応した質問に関する回答を企業に要求

◼ IIRC*2：
CDP、GRI、SASB、CDSB等との調査の結果、既
存のフレームワークやスタンダードがTCFD提言と概ね
整合していると報告

各国政府 開示フレームワーク

世界全体での賛同数：4,872機関
うち日本は1,445機関(2023年10月12日時点)
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日本においては、コーポレートガバナンス・コード改訂により、プライム市場上場会社のTCFD提
言に基づく開示が要請されている

日本におけるTCFD提言の取り組み状況：コーポレートガバナンス・コードの改訂

出所:金融庁HP

*1：コーポレートガバナンス・コード改訂において、プライム市場上場会社を対象とするものは2022年4月4日から施行される。プライム市場上場会社を対象とする原則等を踏まえた報告書は、2022
年4月4日以降に提出することが求められる（コーポレート・ガバナンスに関する報告書 記載要領（2022年4月版）については、2022年4月4日より適用）

*2：東証の上場区分変更後の市場区分のひとつ。概ね現東証1部に相当

◼ 企業がより高度なガバナンスを発揮できるよう、コーポレートガバナンス・コード及び投資家と企業の対話ガイドラインが改訂された
（2021年6月）

◼ プライム市場上場会社に対しては2022年より継続的に、「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」の提出が年一回求められる
*1

TCFDに係る改訂の内容*2

• 上場会社はサステ
ナビリティへの取組
みを全社的に検
討・推進することが
重要（例：サステ
ナビリティに関する
委員会の設置、ス
テークホルダーとの
対話）

• 上場会社は、経営戦
略の開示に当たり、自
社のサステナビリティに
関する取組みを適切
に開示すべき

• プライム市場上場会
社*2は、TCFDに基づ
く開示の質と量の充
実を進めるべき

• 取締役会は、自社の
サステナビリティを巡る
取組について基本的
な方針を策定し、実
効的に監督を行うべき
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金融庁は2023年1月末に企業内容等の開示に関する内閣府令等の改正案を公布・施行。有
価証券報告書等*1にサステナビリティ情報の記載欄を新設

日本におけるTCFD提言の取り組み状況：企業内容等の開示に関する内閣府令等の改正案の公布・施行

出所: 金融庁HP https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230131/20230131.html

◼ 金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループ報告にて、「サステナビリティに関する企業の取り組みの開示」、「コーポレートガバナン
スに関する開示」に関する制度整備が提言された（2022年6月）

◼ 提言やパブリックコメント等を踏まえ、2023年1月31日に有価証券報告書*等の記載事項を、サステナビリティに関する企業の取り
組みを開示する内容に改正

サステナビリティに関する企業の取り組みの開示に係る改正・公表内容（抜粋）

改正・公表内容概要 改正・公表内容詳細

サステナビリティ情報の「記載欄」の新設 ✓ 有価証券報告書等に「サステナビリティに関する考え方及び取組」の記載欄を新設。「ガバナンス」及び
「リスク管理」については必須記載事項とし、「戦略」及び「指標と目標」については重要性に応じて記載
を求めることとする

✓ また、サステナビリティ情報を有価証券報告書等の他の箇所に含めて記載した場合には、サステナビリティ
情報の「記載欄」において当該他の箇所の記載を参照できることとする

将来情報の記述と虚偽記載の責任及び他の
公表書類の参照

✓ 将来情報について、一般的に合理的と考えられる範囲で具体的な説明が記載されている場合には、有
価証券届出書に記載した将来情報と実際に生じた結果が異なる場合であっても、直ちに虚偽記載等の
責任を負うものではない

✓ また、当該説明を記載するに当たって、例えば当該将来情報について社内で合理的な根拠に基づく適
切な検討を経たものである場合には、その旨を検討された内容（例：前提とされた事実、仮定及び
推論過程）の概要とともに記載すること

✓ サステナビリティ情報や取締役会等の活動状況の記載については、有価証券届出書に記載すべき重要
な事項を記載した上で、その詳細な情報について、他の公表書類を参照すること、また、他の公表書類に
明らかに重要な虚偽があることを知りながら参照する等、当該他の公表書類の参照自体が有価証券届
出書の重要な虚偽記載等になり得る場合を除けば、単に参照先の書類の虚偽表示等をもって直ちに虚
偽記載等の責任を問われるものではないこと

*1：令和5年3月31日以後に終了する事業年度に係る有価証券報告書等から適用。ただし、施行日以後に提出される有価証券報告書等から早期適用可

https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230131/20230131.html


10

TCFD賛同数は世界全体では4,800超であり、2019年以降増加傾向にある
日本の賛同数は1,445と世界で最も大きく、セクター別にみると産業、金融、素材が多い

TCFDへの賛同状況

出所：経済産業省（https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/tcfd_supporters.html）, TCFD 2023 Status Report（fsb.org/wp-
content/uploads/P121023-2.pdf）

（セクター, 賛同数）

日本の賛同企業等

1,445社＊

◼ TCFD賛同数は年々増加傾向にあり、2023年10月12日時点において世界全体では4,872の企業・機関が賛同を表明
◼ 地域別に見ると賛同数の半数（約51％）をアジアパシフィックが占めている
◼ 日本の賛同企業等をセクター別に見ると、産業が最も多く、次いで金融、素材である

賛同企業数の推移と分布

 非金融

 金融

 その他

賛同数

産業, 326

金融, 230

素材, 154その他, 151

情報テクノロジー, 

129

一般消費財, 

122

生活必需品, 

91

不動産,

64

運輸, 

47

ヘルスケア, 

44

通信, 35

エネルギー, 24

公益事業, 17

政府, 11

日本の賛同企業等のセクター内訳

2023年10月12日時点

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/tcfd_supporters.html）,TCFD
https://www.fsb.org/wp-content/uploads/P121023-2.pdf
https://www.fsb.org/wp-content/uploads/P121023-2.pdf
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TCFD提言が要求する4つの柱（ガバナンス・戦略・リスク管理・指標と目標）の内、戦略のc) 
において推奨される「気候変動シナリオ分析」の実施方法について簡易的に解説する

TCFD提言の要求項目と気候変動シナリオ分析の位置付け

出所:気候関連財務情報開示タスクフォース , 「気候関連財務情報開示タスクフォースによる提言（最終版）」,2017に追記

要求項目 ガバナンス 戦略 リスク管理 指標と目標

項目の
詳細

気候関連のリスク及び機会に係る
組織のガバナンスを開示する

気候関連のリスク及び機会が組織
のビジネス・戦略・財務計画への実
際の及び潜在的な影響を、重要
な場合は開示する

気候関連のリスクについて組織がど
のように選別・管理・評価している
かについて開示する

気候関連のリスク及び機会を評
価・管理する際に使用する指標と
目標を、重要な場合は開示する

推奨される
開示内容

a)気候関連のリスク及び機会につ
いての取締役会による監視体制の
説明をする

a)組織が選別した、短期・中期・
長期の気候変動のリスク及び機会
を説明する

a)組織が気候関連のリスクを選
別・評価するプロセスを説明する

a)組織が、自らの戦略とリスク管
理プロセスに即し、気候関連のリス
ク及び機会を評価する際に用いる
指標を開示する

b)気候関連のリスク及び機会を評
価・管理する上での経営者の役割
を説明する

b)気候関連のリスク及び機会が組
織のビジネス・戦略・財務計画に
及ぼす影響を説明する

b)組織が気候関連のリスクを管理
するプロセスを説明する

b)Scope1,Scope2及び該当す
るScope3のGHGについて開示す
る

c)2℃以下シナリオを含む様々な
気候関連シナリオに基づく検討を
踏まえ、組織の戦略のレジリエンス
について説明する

c)組織が気候関連リスクを識別・
評価・管理するプロセスが組織の
総合的リスク管理においてどのよう
に統合されるかについて説明する

c)組織が気候関連リスク及び機
会を管理するために用いる目標、
及び目標に対する実績について説
明する

気候変動シナリオ分析

• シナリオ分析は、不確実な条件の下で、一連の可能性ある将来の状態の潜在的影響を特定し、
評価するプロセスである。これを気候変動の文脈で実施し、気候関連のリスクと機会の事業、戦
略、および財務への潜在的な影響を評価し、開示することをTCFDは推奨している

• TCFD提言では、シナリオ分析の方法として、「リスク重要度の評価」「シナリオ群の定義」「事業
インパクト評価」「対応策の定義」を推奨している

詳細は次頁以降
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シナリオ分析は、「脱炭素が進行する世界」と「自然災害が激甚化する世界」の両極端を想定
し、現実世界がどちらに進んでも事業を遂行できるレジリエントな体制の構築を可能にする

シナリオ分析の意義

時間軸

不確実性が高い

気候変動の未来が
どこに着地するかは

未だ分からない

両極端に備えておくことで、
現実の世界がどの水準に収まろうと

自社の経営が盤石になる
現実の世界

将来の社会 企業に求められる備え

1.5/2℃シナリオ

脱炭素が極端に進行する世界

4℃シナリオ

自然災害が極端に激甚化する世界

気温
上昇幅

高

低

脱炭素
トレンド

低

高



第1章 TCFD提言とシナリオ分析の概要

第2章 TCFDシナリオ分析の基本的なステップとアウトプットイメージ

第3章 TCFDシナリオ分析の開示事例
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TCFD提言が規定するシナリオ分析の6ステップのうち、分析が必要となる②リスク重要度の評
価～⑤対応策の定義について本簡易版ガイドでは解説する

シナリオ分析の全体像

出所:シナリオ分析に係る技術的補足書（”TCFD  Technical Supplement: The Use of Scenario Analysis in Disclosure of Climate-related Risks and Opportunities”(2017.6)）より和訳、
支援事業を通じてポイントを追記

シナリオ群の定義 事業インパクト評価 対応策の定義リスク重要度の評価

（赤字＝各ステップの検討ポイントは本支援事業を踏まえて追記）

組織に関連する
移行リスク・物理的
リスクを包含した
複数のシナリオ

事業インパクト：
• 投入コスト
• 事業コスト
• 収益
• サプライチェーン
• 営業停止
• タイミング

対応策
• ビジネスモデル変革
• ポートフォリオ変革
• 能力や技術への投資

ガバナンス整備1

文書化と情報開示6

戦略策定やリスク管理プロセスにシナリオ分析を組み込む。関連する取締役会の監視を行う。
巻き込むべき内外のステークホルダーと巻き込み方を特定する

プロセスを文書化する。関連組織とコミュニケーションをとる。主要な入力変数、仮定、
分析手法、結果、とりうる経営上の選択肢について、情報開示する準備を整える

数値の精度を
追求しすぎない！

複数シナリオへの
幅広な“構え”！

市場変化・
技術変化

評判

政策と
法律

物理的
リスク

業界・自社目線の
取捨選択！ 全社的な

変革サイクルの
構築！

戦略・実行への織り込み

１

2

3

4

経営への活用

現場の改善

分析/考察への反映

対外的な報告

気候変動経営の基盤

１

2

3

4

全般

経営層・事業部の
巻き込み！

現在および将来に想定
される、組織が直面する
気候変動リスクと機会は
何か？それらは将来に
重要となる可能性がある
か？組織のステークホル
ダーは関心を抱いている
か？

いかなるシナリオ（と物
語）が組織にとって適切
か？入力変数と仮定、
分析手法を検討する。
いかなるシナリオを参照
すべきか？

それぞれのシナリオが組
織の戦略的・財務的ポ
ジションに対して与えうる
影響を評価する
感度分析を行う

特定されたリスクと機会
を扱うために、適用可能
で現実的な選択肢を特
定する。
戦略的・財務的な計画
にいかなる修正が求めら
れるか？

一定の前提下での
将来世界の
鮮明な認識！

読み手目線での
情報開示！

3 4 52

簡易版ガイドの説明範囲
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シナリオ分析のジャーニーのうち、特に分析が難しいリスク重要度評価、シナリオ群定義、
事業インパクト評価、対応策の定義について簡易版ガイドでは解説する

シナリオ分析ジャーニー

出所:シナリオ分析に係る技術的補足書（”TCFD  Technical Supplement: The Use of Scenario Analysis in Disclosure of Climate-related Risks and Opportunities”(2017.6)）を元に支
援事業を通じて手順を追記

ガバナンス整備1

文書化と情報開示6

シナリオ群の定義 事業インパクト評価 対応策の定義リスク重要度の評価

戦略・実行への織り込み

１

2

3

4

経営への活用

現場の改善

分析/考察への反映

対外的な報告

気候変動経営の基盤

１

2

3

4

全般

3 4 52

リスク項目の
列挙

リスク・機会
項目の

重要度付け

起こりうる
事業インパクトの

定性化

組織における
現在・将来の

気候変動リスク・機会の
重要度認識

ステークホルダーを
意識した

世界観の整理

シナリオの設定

気候変動シナリオ毎に
組織が受ける
影響の認識

気候変動による
財務影響の把握

リスク・機会が
影響を及ぼす
財務の項目

算定式の検討と
パラメータの収集

気候変動が戦略的・
財務的ポジションに
与える影響の評価

社内体制の構築と
具体的アクション

の着手

自社のリスク・機会
に関する

対応状況の把握

リスク対応・機会
獲得のための
対応策の検討

移行計画の
策定

経営層の
理解獲得

事業部選定と
シナリオ分析WGの組成

シナリオ分析の
スコープ決定

シナリオ分析を経営に
統合していくための体制整備

開示資料の
作成・発表

TCFD開示項目と
シナリオ分析の関係性記載

マルチステークホルダーを
意識した情報の開示

事業戦略に織り込み、計画を実行しながらシナリオ分析自体も定期的に見直していくサイクル

関連パラメータの
将来情報の⼊手

気候変動リスク・機会
への対応策と
移行計画の策定

気候変動を経営・実行に
織り込んでいく

全社的なサイクルの変革
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リスク重要度の評価では、TCFD提言やセクター別ガイダンスや競合他社の開示情報を元に気
候関連リスク・機会項目ごとに影響を定性的に表現し、大まかに重要度付けをする

リスク重要度の評価

詳細は本編「2-1-2. STEP2. リスク重要度の評価」参照

2

＃ リスク・機会項目 リスク・機会詳細 重要度

移行
リスク

政策・
法規制

1
カーボンプライシング導入/強化によ
るコスト増加

カーボンプライシング導入により、自社
賦課額への支払いが発生する

大

技術 2
低炭素素材への移行に伴うコスト
増加

xxxxxxxxxxx 中

物理
リスク

慢性 3
海面上昇による拠点浸水に伴う移
転コスト発生

xxxxxxxxxxx 大

急性 4
店舗の洪水被災に伴う復旧コスト・
機会損失の発生

xxxxxxxxxxx 大

機会 5
生産・流通工程の効率化に伴うコ
スト低下

xxxxxxxxxxx 中

起こりうる
事業インパクトの定性化

リスク項目の列挙

リスク・機会が起こった場合の事業イン
パクトの大きさを軸に、重要度を決定
する

列挙されたリスク・機会項目について、
起こりうる事業インパクトを定性的に
表現していく

対象となる事業に関するリスク・機会
項目を列挙する

リスク・機会項目の重要度付け

概要

アウトプットイメージ

3

2 31

参考資料
など

‐
• TCFDセクター別ガイダンス
• 競合他社のリスク機会項目

• TCFD提言（2017）
• 競合他社のリスク機会項目

21

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・
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シナリオ群の定義では、IEAやIPCC等のレポートを参照しながら、複数のシナリオにおいて自社
が受ける影響を将来のステークホルダーの動きを踏まえて具体的に描いていく

シナリオ群の定義

詳細は本編「 2-1-3. STEP3. シナリオ群の定義」参照

3

関連パラメータの
将来情報の⼊手

シナリオの設定

（必要であれば）将来情報を基に、
投資家を含めた将来のステークホル
ダーの行動など自社を取り巻く世界観
を鮮明化し、社外の視点も取り入れ
社内で合意形成を図る

リスク・機会項目に関するパラメータの
客観的な将来情報を入手し、自社に
対する影響をより具体化する

不確実な未来に対応するため、 2℃
（1.5℃）以下のシナリオを含む、複
数の温度帯のシナリオを選択していく

ステークホルダーを意識した
世界観の整理

概要

アウトプットイメージ

2 31

参考資料
など

• 取引先や顧客等のステークホルダーの
動き

• IEA: World Energy Outlook
• IPCC: Assessment Reportなど

• IEA: World Energy Outlook
• IPCC: Assessment Reportなど

3

リスク
機会

パラメータ 現在
1.5℃ 4℃

出所
‘30年 ’50年 ’30年 ’50年

政策・
法規制

炭素税
(t-CO2)

0 US$130 US$250 - -
WEO

(IEA)

技術
EV・FCV新
車販売台数
と構成割合

299万
台

4,104万台
/38.4%

-
2,243万

台/19.5%
-

Global 
EV Data 
Explorer 

(IEA)

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

2
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事業インパクト評価では、気候関連リスク・機会が影響を及ぼす財務項目を整理した後、各
項目のインパクトを様々なデータやパラメータを活用して算定していく

事業インパクト評価

詳細は本編「2-1-4. STEP4. 事業インパクト評価」参照

4

算定式の検討と
パラメータの収集

リスク・機会が影響を
及ぼす財務の項目

試算結果を基に、将来の事業展望に
どの程度のインパクトをもたらすかを把
握する

試算可能な財務項目に関して算定
式を検討し、内部情報を踏まえて財
務的影響を試算する

気候変動がもたらす事業インパクトが
P/LやB/Sのうち、どの財務項目に影響
を及ぼすかを整理する

気候変動による財務影響の把握

概要

アウトプットイメージ

2 31

参考資料
など

‐
• IEA: World Energy Outlook
• IPCC: Assessment Report等

‐

21 3



19

競合他社の対応策‐ TCFD「指標、目標、移行計画に
関するガイダンス」（2021）

‐

事業インパクトの大きいリ
スク・機会について、具体
的な対応策を検討する

インパクトの大きいリスク・
機会について、自社の対
応状況を把握する

対応策毎の排出削減量
等を元に移行計画を策定

対応策推進に向けた社内
体制を構築し、具体的な
アクションに着手する

リスク対応・機会獲得の
ための対応策の検討

自社のリスク・機会に関
する対応状況の把握

移行計画の策定
社内体制の構築と

具体的アクションの着手

対応策の定義では、現状の対応策を整理しつつ、競合他社の取組みを参考に精緻化していく。
また、移行計画の策定についても同時に検討していく。

対応策の定義

詳細は本編「2-1-5. STEP5. 対応策の定義」参照

5

アウトプットイメージ

2 31

参考資料
など

概要

＃
リスク・機会
項目

リスク・機会
詳細

対応策案 重要度

移
行
リ
ス
ク

政
策
・
法
規
制

1

カーボンプライ
シング導入/強
化によるコスト
増加

カーボンプライ
シング導入に
より、自社賦
課額への支
払いが発生す
る

自社製造工場におけ
る再エネ（自家発電、
PPA、証書購入等）
/省エネ設備導入や
生産効率向上施策
の実施、及び低GHG
排出燃料への転換

大

技
術

2
低炭素素材へ
の移行に伴うコ
スト増加

xxxxxxxxxx xxxxxxxxxx 中

2

排
出
量

t-Co2e

2030年
排出量

（対策なし）

2030年
排出量

（目標値）

800

400

投資額：XXX億円

200

50

50
100

対応策
A

対応策
B

対応策
D

対応策
C

600

現在の
排出量

成り行きの
排出量を推定

4

対応策の整理 移行計画の策定

3



第1章 TCFD提言とシナリオ分析の概要

第2章 TCFDシナリオ分析の基本的なステップとアウトプットイメージ

第3章 TCFDシナリオ分析の開示事例
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本簡易版実践ガイドでは、スタンダード市場上場企業と非上場企業のTCFD開示事例について紹介する

TCFD情報開示はプライム市場上場企業以外でも進んでいる
本簡易版実践ガイドでは、スタンダード市場上場企業と非上場企業の開示事例を紹介する

開示事例

*2023年5月30日時点のTCFD賛同企業データ及び東証上場銘柄一覧（2023年11月末）を元に作成

企業名 市場区分 セクター TCFD情報の開示媒体
TCFD初年度
開示時期

ページ

アツギ株式会社 スタンダード 製造（繊維） 有価証券報告書のみ 2023年 p.16-17

株式会社プロテリアル 非上場 製造 ホームページ、統合報告書 2022年 p.18-19

参考

0% 20% 40% 60% 80% 100%

プライム市場

スタンダード市場

グロース市場

開示企業 未開示企業（賛同しているが開示していない）

N=886社

N=51社

N=3社

845社(95%)

41社(80%)

0社(0%)

• プライム市場上場企業は、コーポレート
ガバナンス・コードの改訂（2021年）に
よりTCFD及びそれに準じた気候変動関
連情報の開示が求められるため、開示
数は増加している

• 一方、スタンダード市場上場企業の
80%がTCFD提言に沿った開示を行って
おり、プライム市場上場企業以外にお
いてもTCFD開示の裾野が広がっている
（グロース市場上場企業は0％）

TCFDに賛同する日本企業1,060社のうち、実際に情報開示している企業の割合（上場市場別） *

1

2
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アツギ株式会社は、1.5/2℃、4℃シナリオを選択しており、各シナリオが事業に与える影響を定
性的に表現するとともに、参照した公開シナリオを明記している

開示事例 ＞ アツギ株式会社（スタンダード市場／製造（繊維））

出所：アツギ株式会社「有価証券報告書 第97期」より環境省作成

1.5/2℃、4℃と複数のシナリ
オを選択し、それぞれの世界で
自社事業への影響を定性的
に表現しており、参照した公開
シナリオも明記している

シナリオ群の定義

1
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リスク重要度の評価はTCFD提言に沿った分類、事業インパクト評価は大・中・小という定性的
な表現、対応策の定義についても定性的な表現とスタンダードな開示をしている

開示事例 ＞ アツギ株式会社（スタンダード市場／製造（繊維））

出所：アツギ株式会社「有価証券報告書 第97期」より環境省作成

… … …

TCFD提言における
分類（移行・物理
等）に沿ってリスク・
機会を特定している

リスク・機会毎に影
響の大きさを大・中・
小で表しており、それ
ぞれの影響度につい
て定性的に解説して
いる

特定したリスク・機会
毎に対応策を定性
的に定義している

リスク重要度の評価

事業インパクト評価

対応策の定義

1
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株式会社プロテリアルは、2℃未満、4℃シナリオを選択しており、シナリオ分析の対象範囲や対
象年度、参照した公開シナリオを明記している

開示事例 ＞ 株式会社プロテリアル（非上場／製造）

出所：プロテリアル株式会社「統合報告書 2023」より環境省作成

シナリオ群の定義

2

2℃未満、4℃と複数のシナリ
オを選択し、シナリオ分析の対
象事業、対象年度、参照した
公開シナリオを明記している
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リスク重要度の評価はTCFD提言に沿った分類、事業インパクト評価は定量的範囲とともに
大・中・小の段階的な表現、対応策の定義についても具体的な説明を記載している

開示事例 ＞ 株式会社プロテリアル（非上場／製造）

出所：プロテリアル株式会社「統合報告書 2023」より環境省作成

TCFD提言における
分類（移行・物理
等）に沿ってリスク・
機会を特定している

リスク重要度の評価

事業インパクト評価

対応策の定義

2

リスク・機会毎に影
響の大きさを大・中・
小で表しており、それ
ぞれの影響度につい
て定量的に範囲を
示している

特定したリスク・機会
毎に対応策を具体
的に定義している



本ガイドはEYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社・EY新日本有限責任監査法人が環境省の委託を受け作成しました
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